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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第113期

第３四半期
連結累計期間

第114期
第３四半期
連結累計期間

第113期

会計期間
自 2019年４月１日
至 2019年12月31日

自 2020年４月１日
至 2020年12月31日

自 2019年４月１日
至 2020年３月31日

売上高 (百万円) 3,045 2,079 4,350

経常利益又は経常損失（△） (百万円) △61 △89 21

親会社株主に帰属する当期純利益
又は親会社株主に帰属する四半期
純損失（△）

(百万円) △49 △112 38

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △47 △58 △3

純資産額 (百万円) 2,230 2,200 2,274

総資産額 (百万円) 4,791 4,468 4,514

１株当たり当期純利益又は四半期
純損失（△）

(円) △63.59 △146.01 49.60

潜在株式調整後１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 46.5 49.2 50.4

　

回次
第113期

第３四半期
連結会計期間

第114期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2019年10月１日
至 2019年12月31日

自 2020年10月１日
至 2020年12月31日

１株当たり四半期純利益又は四半
期純損失（△）

(円) 81.14 △89.32

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 第113期第３四半期連結累計期間と第114期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益については、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。第

113期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

① 経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、世界的に新型コロナウィルス感染症の影響がある中で、緊急

事態宣言解除後、経済活動の再開により７月以降は自粛ムードの緩和に伴う人出の回復やサービス業の改善に伴い、

国内外での需要回復が見られました。

しかしながら、11月に入り感染が再拡大するなど、依然として感染収束時期が見通せない中で、企業の設備投資

姿勢は内外需要ともに慎重化し、先行き不透明な状況が続いております。

このような経済情勢の中で、当社グループとしては、従業員ならびにお客様の健康・安全を最優先とし、操業を

維持し受注・売上確保に努めてまいりましたが、厳しい結果となりました。

当第３四半期連結累計期間の受注高は2,664百万円（前年同四半期比3.6％減）、売上高は2,079百万円（前年同四

半期比31.7％減）となりました。損益については、営業損失145百万円（前年同四半期は営業損失71百万円）、経常

損失89百万円（前年同四半期は経常損失61百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失112百万円（前年同四半期

は親会社株主に帰属する四半期純損失49百万円）の計上となりました。

以下主なセグメントの業績についてご説明申しあげます。

（電源機器）

電源機器につきましては、電池業界、自動車関連業界ならびに電子部品業界などを中心に、受注の確保に取り組

んでまいりましたが、新規設備需要は低調に推移し受注高は782百万円（前年同四半期比20.1％減）、売上高は681

百万円（前年同四半期比32.8％減）となりました。

（表面処理装置）

表面処理装置につきましては、自動車関連業界などを中心に、新規および更新需要の掘り起こしに注力してまい

りました。その結果、受注高は1,006百万円（前年同四半期比72.1％増）、売上高は601百万円（前年同四半期比

39.4％減）となりました。

（電気溶接機）

電気溶接機につきましては、国内市場においては、自動車関連業界などを中心に新規および更新需要の掘り起こ

しに注力してまいりました。また、海外市場においても海外代理店との連携を密にして電子部品業界を中心に受注

の確保に努めてまいりましたが、受注高は415百万円（前年同四半期比17.8％減）、売上高は348百万円（前年同四

半期比35.5％減）となりました。

（環境機器）

環境機器につきましては、表面処理装置に付帯する機器として営業に取り組んでまいりました。その結果、受注

高は164百万円（前年同四半期比43.5％減）、売上高181百万円（前年同四半期比20.1％減）となりました。
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② 財政状態の分析

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて6.4％減少し3,425百万円となりました。これは、主として仕掛品が319百

万円増加したものの、受取手形及び売掛金が418百万円、電子記録債権が120百万円減少したことなどによります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて22.2％増加し1,043百万円となりました。これは、主として投資有価証券

が86百万円、その他が95百万円増加したことなどによります。

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて1.0％減少し4,468百万円となりました。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて3.1％減少し1,716百万円となりました。これは、主として支払手形及び

買掛金が202百万円減少したことなどによります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて17.8％増加し551百万円となりました。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて1.3％増加し2,268百万円となりました。

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて3.3％減少し2,200百万円となりました。これは、主としてその他有価

証券評価差額金が54百万円増加したものの、利益剰余金が128百万円減少したことなどによります。

(2) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき課題についての重要な変更はありませ

ん。

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は53百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 3,000,000

計 3,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2020年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(2021年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 784,300 784,300
名古屋証券取引所

市場第二部
単元株式数 100株

計 784,300 784,300 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2020年12月31日 ― 784,300 ― 503,000 ― 225,585

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である2020年９月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

2020年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 10,800

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

7,642 ―
764,200

単元未満株式
普通株式

― ―
9,300

発行済株式総数 784,300 ― ―

総株主の議決権 ― 7,642 ―

(注) １.「単元未満株式」には当社所有の自己株式61株を含めております。

２.「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が300株（議決権３個）含まれ

ております。

② 【自己株式等】

2020年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（株）中央製作所
　 （自己保有株式）

名古屋市瑞穂区内浜町24
番１号

10,800 ― 10,800 1.38

計 ― 10,800 ― 10,800 1.38

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2020年10月１日から2020年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2020年４月１日から2020年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,428,623 1,365,629

受取手形及び売掛金 1,106,473 ※ 687,903

電子記録債権 373,060 ※ 252,645

商品及び製品 82,743 75,976

仕掛品 526,340 845,704

原材料及び貯蔵品 107,387 99,943

その他 36,277 98,113

貸倒引当金 △300 △300

流動資産合計 3,660,606 3,425,615

固定資産

有形固定資産 271,049 281,251

無形固定資産 52,421 50,888

投資その他の資産

投資有価証券 377,867 463,478

その他 152,556 247,575

固定資産合計 853,894 1,043,194

資産合計 4,514,500 4,468,810

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 700,433 498,211

短期借入金 740,000 740,000

未払法人税等 - 8,750

その他 331,093 469,574

流動負債合計 1,771,526 1,716,536

固定負債

長期借入金 - 40,000

役員退職慰労引当金 122,650 109,950

退職給付に係る負債 307,190 310,168

その他 38,589 91,878

固定負債合計 468,430 551,996

負債合計 2,239,957 2,268,533

純資産の部

株主資本

資本金 503,000 503,000

資本剰余金 225,585 225,585

利益剰余金 1,443,505 1,315,104

自己株式 △15,950 △16,077

株主資本合計 2,156,140 2,027,612

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 113,052 167,457

為替換算調整勘定 5,350 5,207

その他の包括利益累計額合計 118,403 172,664

純資産合計 2,274,543 2,200,276

負債純資産合計 4,514,500 4,468,810
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2019年４月１日
　至 2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

売上高 3,045,898 2,079,277

売上原価 2,412,642 1,595,437

売上総利益 633,255 483,840

販売費及び一般管理費 705,231 629,754

営業損失（△） △71,975 △145,913

営業外収益

受取利息 703 446

受取配当金 8,281 6,879

持分法による投資利益 4,630 6,881

雇用調整助成金 - 44,428

その他 2,576 3,726

営業外収益合計 16,191 62,362

営業外費用

支払利息 4,406 4,719

為替差損 268 258

その他 1,415 479

営業外費用合計 6,091 5,456

経常損失（△） △61,875 △89,007

特別利益

固定資産売却益 10,529 9

特別利益合計 10,529 9

特別損失

固定資産処分損 0 15

特別損失合計 0 15

税金等調整前四半期純損失（△） △51,345 △89,012

法人税、住民税及び事業税 1,878 1,443

法人税等還付税額 - △6,686

法人税等調整額 △4,023 29,161

法人税等合計 △2,145 23,918

四半期純損失（△） △49,200 △112,931

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △49,200 △112,931
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2019年４月１日
　至 2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

四半期純損失（△） △49,200 △112,931

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 3,810 54,404

為替換算調整勘定 △2,093 △143

その他の包括利益合計 1,716 54,261

四半期包括利益 △47,483 △58,669

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △47,483 △58,669

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

(追加情報)

（新型コロナウイルス感染症の影響について）

前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）（新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う会計上の見

積りについて）に記載した新型コロナウイルス感染症の収束時期等を含む仮定について重要な変更はありませ

ん。

(四半期連結貸借対照表関係)

※ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

受取手形 －千円 13,342千円

電子記録債権 －千円 10,047千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

減価償却費 26,954千円 31,858千円

　

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月25日
定時株主総会

普通株式 19,343 25.00 2019年３月31日 2019年６月26日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

　該当事項はありません。

当第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月24日
定時株主総会

普通株式 15,470 20.00 2020年３月31日 2020年６月25日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注３)

電源機器
表面処理
装置

電気
溶接機

環境機器 計

売上高

外部顧客への売上高 1,013,316 992,806 539,920 226,705 2,772,748 273,149 3,045,898 ― 3,045,898

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 1,013,316 992,806 539,920 226,705 2,772,748 273,149 3,045,898 ― 3,045,898

セグメント利益又は損
失（△）

252,590 173,187 98,088 60,351 584,217 47,946 632,164 △704,140 △71,975

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、試験装置、計測器等が含まれて

おります。

２．セグメント利益の調整額△704,140千円は、各報告セグメントに配分していない一般管理費等であります。

　 ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注３)

電源機器
表面処理
装置

電気
溶接機

環境機器 計

売上高

外部顧客への売上高 681,420 601,369 348,417 181,168 1,812,375 266,902 2,079,277 ― 2,079,277

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 681,420 601,369 348,417 181,168 1,812,375 266,902 2,079,277 ― 2,079,277

セグメント利益又は損
失（△）

142,789 126,850 65,558 49,488 384,686 77,160 461,847 △607,760 △145,913

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、試験装置、計測器等が含まれて

おります。

２．セグメント利益の調整額△607,760千円は、各報告セグメントに配分していない一般管理費等であります。

　 ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

１株当たり四半期純損失(△) △63円59銭 △146円01銭

　 (算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(千円) △49,200 △112,931

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失
(△)(千円)

△49,200 △112,931

普通株式の期中平均株式数(株) 773,680 773,459

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2021年２月10日

株式会社中央製作所

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 村 井 達 久 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 内 田 宏 季 印

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社中央製

作所の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2020年10月１日から2020年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュ

ーを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社中央製作所及び連結子会社の2020年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され
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る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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